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(一社)相模原市高齢者福祉施設協議会
第４回特別養護老人ホーム実態調査の実施について
　　時下、各会員におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　　さて、今年も相模原市高齢者福祉施設協議会では、標記調査を実施することになりました。
　　本調査は過去3か年の市内特養経営状況の推移を確認するための資料となり、さらに昨年4月に改訂された介護報酬改定直後の実態調査となることから、次期改定に向けた議論の為の基礎資料につながる重要な取り組みとなります。また、個表を用いた市内平均値との比較や経営状態を経年で把握することで、経営計画の策定に大いに役立つことと思われます。

なお、本調査は、川原経営総合センターに委託をしますので、各施設が提出した個々のデータにつきましては、プロジェクトメンバー、部会長、副部会長を始めとする部会役員並びに事務局は、一切知り得ること無く秘密を厳守して実施いたしますので、趣旨をご理解いただき下記のとおりご協力のほど、よろしくお願いいたします。
記
１　調査目的
相模原市内特養の経営実態を経年で把握し、安定した施設経営の為の指標を作成することを目的に実施します。また、その結果を、次期介護報酬改定や課題解決に向けた基礎資料として、国や相模原市等から請求がある場合には積極的に公表します。
２　調査対象
 　　相模原市内特別養護老人ホーム（相模原市高齢者福祉施設協議会　特養部会 会員39施設）
　　なお、「多床室＋個室またはユニット型個室」を有する施設はそれぞれ「従来型」および「ユニット」を分け
　　て回答してください（例：「●●ホーム（従来型）」、「●●ホーム（ユニット型）」）。

　 　※平成30年度実績調査のため、平成30年4月1日以前に開設の施設が対象です。
３　回答期日　　　令和元年７月12日（金）必着
４　回答方法
別紙「施設基本項目調査票（以下、調査票）」はExcelファイルで回答していただきます。事務局よりメール配信しますので、「調査票」のP.1（表紙）「Ⅰ.入力方法」「Ⅱ.印刷方法・提出方法」に沿って、ご回答、ご提出ください。詳しくは次項≪提出時の注意事項≫の「ⅰ)調査票の記入方法」と「ⅱ)提出方法」をご確認ください。
また今回財務諸表等の記入について自動転記となっています。自動転記の方法については、説明会で配布した資料を参照ください。ただし従来どおりの記入方法についても継続します。ファイルを2種類用意していますので、どちらの様式を使用しても構いません(自動転記以外は同一)
≪連絡先≫
回答方法に関するお問い合わせは、(株)川原経営総合センターへお願いします。連絡先などの詳細は、「調査表」のP.1（表紙）またシート「提出方法」をご確認ください。
また、本調査の実施及びこの依頼文書につきましてのお問い合わせは下記へご連絡ください。
	（一社）相模原市高齢者福祉施設協議会　事務局
〒252-0236　相模原市中央区富士見6-1-20　あじさい会館内

Tel　042-707-1136　Fax　042-707-1217


≪提出時の注意事項≫
ⅰ）　調査票の記入方法

「①データ」：各項目について、パソコンなどでご入力してください。
	
	調査票

	
	1 データ

	平成30年度決算書類
	①データ
	提出形態【Ａ】（調査票①・決算書①）


ⅱ）　提出方法
提出形態ごとの手順に沿って、「調査票」「決算書」を提出ください。(自動転記なしの場合)
	提出形態
	施設基本項目調査票
	平成30年度決算書類

	提出形態

【Ａ】
	①「調査票」のエクセルファイルには保護がかかっているため、コピー、ペースト（貼り付けをすること）ができません。提出時は複数でのご提出は一切受け付けておりませんので、職員が分担し、複数ファイルでそれぞれご入力する場合、回答を転記し、ファイルを１つに統合してからご提出してください。
②ファイル名を「相模原_第4回調査（施設コード）」に変更してください。

　例：相模原_第4回調査（SA000）
③sagamihara-tokuyo@kawahara-group.co.jpまでメールを送付してください。
	①「決算書」については、PDFに変換したデータファイルを添付してください。PDFに変換できない場合は、Excel等のソフトで閲覧できるフォーマットでご提出してください。

2 ファイル名を「相模原_第4回調査（施設コード）決算書類」に変更してください。

　例：相模原_第4回調査（SA000）決算書類
3 「調査票」と一緒にメールに添付してください。
※自動転記している場合は財務諸表等が調査票に追加されますので別途提出する必要はありません。


ⅲ）　ご提出いただく決算書類について（自動転記なしの場合）
	平成30年度　決算書類１部

特養と併設（一体的運用）短期入所がある場合は①特養・短期入所、

または、特養と併設（一体的運用）短期入所がない場合は②特養のみ、で作成している

決算書をご提出ください。

	1.事業活動計算書　サービス区分別（附属明細書　基準別紙4）拠点区分別事業活動明細書

	2.資金収支計算書　サービス区分別（附属明細書　基準別紙3）拠点区分別資金収支明細書

	3.貸借対照表


　　※①特養・短期入所、または②特養のみの区分で作成していない場合は、調査票のシート「提出方法」をご参照のうえ、該当する作成区分の決算書をご提出ください。
５　集計および集計結果の分析について
本調査の集計作業については、施設情報（個人情報の保護を含む）に関する秘密の保持に関する事項を含めた委託契約を交わしたうえで、(株)川原経営総合センターに委託して実施します。
※各施設の決算書類等については、調査集計にのみ使用いたします。

６　診断結果について
調査にご回答いただいた施設については、全体の集計結果だけではなく、個別施設の経営診断結果（「個表」）もお送りいたします（集計処理終了後、別途ご通知いたします）。
経営指標数値の一覧表のみならず、調査対象における自施設の立ち位置や３か年の経年推移をグラフや図表等で示すことで、より「見える化」された資料となります。

７　分析結果報告書、個表の活用方法
1 分析結果報告書には、分析対象施設の全数や居室形態、定員規模などの複数の属性区分ごとに経営指標の平均値が算出されています。それらと自施設の経営指標を比較することで、他施設や平均値との距離感、いわば「立ち位置」の確認、現状把握として活用できます。
2 個表には「3か年推移」「レーダーチャート（標準偏差）」「介護職・看護職の職員構成」「介護職員賃金調査」、「加算取得状況」と施設経営に必要な情報を網羅的にまとめています。自施設の「中・長期経営計画」および「次年度事業計画」の目標を設定する際の参考値となり、具体的な行動計画立案の指針として活用してください。
「個表」のイメージ（施設の基本データを含む計8枚）
●施設の3か年推移が視覚的に分かります。（2、3枚目）
[image: image1.emf]H24年度 H25年度 H26年度 　H26-H25 増減率 H26全体平均 経営指標の説明 グラフ

サービス活動収益（円） 552,131,616 570,560,476 566,141,852 -4,418,624 99.23% 510,395,461 サービス活動において得た収益

内、（経常経費）補助金収益（円） 4,439,254 4,275,114 -164,140 96.30% 3,680,316

補助金事業収益（新会計基準）、経常経費補助金収入（旧会計基準）

その他の事業収入（指導指針）

サービス活動費用（円） 525,713,840 558,243,363 554,900,080 -3,343,283 99.40% 486,301,213 サービス活動における費用

国庫補助金等特別積立金取崩額（円） 10,636,948 10,341,359 9,750,218 -591,141 94.28% 22,993,452 国等からの建設時補助金の減価償却に相当する額の取崩

サービス活動増減差額（円） 26,417,776 12,317,113 11,241,772 -1,075,341 91.27% 24,094,247 サービス活動における増減差

サービス活動増減差額率（収支差額率） 4.78% 2.16% 1.99% -0.17% 91.98% 4.72% サービス活動における増減差額の割合

一日平均利用者数（人） 116.56 115.41 117.43 2.02 101.75% 105.89 施設の1日当たりの利用者数

一日当たり利用率 96.67% 95.83% 95.70% -0.13% 99.86% 94.26% 施設の定員に対する1日当たりの利用率

利用者10人当たり職員数(人) 6.24 5.42 4.25 -1.17 78.48% 6.30 利用者10人当たりの職員数

利用者１人一日当たりサービス活動収益(円)

13,867 13,800 13,750 -50 99.64% 12,909 利用者1人当たりの収益単価

人件費率 54.56% 54.99% 53.23% -1.76% 96.80% 60.80%

職員の給与、賞与、法定福利費を合算した値のサービス活動収益に占める

割合。今回は適正範囲を55％～65％で設定。

委託費率 6.82% 6.88% 6.99% 0.11% 101.56% 7.06%

給食、清掃、洗濯など職員で可能な業務を外部に委託している経費のサービ

ス活動収益に占める割合。今回は適正範囲を15％以下で設定。

　人件費率+委託費率 61.39% 61.87% 61.81% -0.06% 99.91% 67.86% 人件費率と委託費率を合算した値(保守管理委託料などは除く）

事業費率 14.49% 15.49% 16.23% 0.74% 104.80% 16.69%

食材、水道光熱費、賃借料などの比率（「事業費」「直接介護費」に該当す

る）。今回は適正範囲を10％～15％で設定。

事務費率 2.83% 3.14% 3.11% -0.03% 98.95% 5.10%

一般管理事務経費の比率(「事務費」「一般管理費」に該当する）：委託費を

除く。今回は適正範囲を3％～10％で設定。

減価償却費率 6.77% 6.82% 6.55% -0.27% 96.10% 5.04%

施設整備費の内、自己資本金分の償却費のサービス活動収益に占める割

合。今回は適正範囲を0％～10％で設定。

職員１人当たり給与費(円) 424,484 446,835 432,112 -14,723 96.71% 378,717 職員の給与、賞与、法定福利費の総額を12分割した額

職員１人当たりサービス活動収益(円) 688,162 661,662 672,372 10,710 101.62% 622,875 サービス活動収益を常勤換算職員数で割った額

労働生産性（円） 541,539 541,972 566,817 24,845 104.58% 443,580

サービス活動収益から材料費、委託費、減価償却費を引いた金額を、常勤換

算職員数で割った額

労働分配率 72.34% 77.28% 77.62% 0.34% 100.44% 85.38%

労働生産性(職員が純粋に売り上げた金額）を人件費としてどれだけ配分して

いるのかを示す比率。今回は適正範囲を75％～90％で設定。

流動比率 272.54% 300.61% 306.79% 6.18% 102.06% 363.64%

現金預金、未収金、前払金などの流動資産と短期運営資金借入金、未払

金、預り金などの流動負債との比率。今回は適正範囲を200％以上で設定。

固定長期適合比率 91.47% 91.18% 90.96% -0.22% 99.76% 91.39%

長期安全性を図る指標：固定資産が長期資本（純資産+固定負債）により、ど

れだけ調達されているかを表す。今回は適正範囲を100％以下で設定。

純資産比率 54.77% 57.62% 60.45% 2.83% 104.90% 54.72%

資産総額に占める「純資産（自己資本）」の割合である、長期安定性を見る指

標。今回は適正範囲を50％以上で設定。

借入金償還余裕率 74.80% 74.55% 86.56% 12.01% 116.11% 93.94%

当期増加資金が元利金返済の何倍にあたるかを示す指標：元利金返済の負

担度合いを測る
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＜3か年推移について＞

※各年度調査（H24～H26年度）の調査資料をご提出いただいている場合、下記図表内の数値およびグラフが表示されます。

※ご提出いただいた貸借対照表、資金収支計算書が「1.特養+SS」、「2.特養のみ」の作成区分のみ、安全性の数字が表示されます。平成25年度と平成

26年度で作成区分が異なる場合、数値の多寡が生じる場合があります。
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●セグメント別の平均値と自施設との立ち位置が視覚的に分かります。（4、5枚目）
[image: image2.emf]「相対評価（偏差）」と「ポイント」

居室形態別（平均値）

①ユニット型個室

収益性 収支差額率

7.12% * 51.8

機能性 一日当たり利用率

92.94% * 60.0

合理性 人件費率+委託費率

64.56% * 45.6

生産性 職員１人当たり給与費(円)

380,448円 * 64.6

安全性 流動比率

518.60% * 45.7

定員数別（平均値）

101～150名

収益性 収支差額率

6.07% * 53.1

機能性 一日当たり利用率

94.80% * 61.1

合理性 人件費率+委託費率

66.50% * 43.2

生産性 職員１人当たり給与費(円)

381,033円 * 71.4

安全性 流動比率

913.99% * 47.2

※貸借対照表、資金収支計算書の作成区分が「1.特養」「2.特養＋短期入所」のみ、安全性の相対評価（偏差）およびポイント、

セグメント別レーダーチャート内「安全性」指標の線が表示されます。

セグメント別レーダーチャート

下位 中位 上位

経営

指標

各指標

相対評価（偏差）

ポイント セグメント別レーダーチャート

下位

＜レーダーチャート（標準偏差）＞　

①「ポイント」は偏差値を表します。50.0ポイントが平均値となります。数字が大きいほど、平均値よりも高い経営指標値となります。

②「相対評価（偏差）」にある「中位」の真ん中の箱が平均値を基準に「上下2.5％、合計5％の範囲にあることを示します。

真ん中の箱から「上位」にあるほど平均値よりも高い経営指標値に、「下位」にあるほど平均値よりも低い経営指標値にあることを示しています。
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定員数別：


自施設の3か年推移が視覚的にも分かりやすくなります（今年度は初年度のため、当年のみの数値となります）。


「事業活動収入・支出×収支差額率」や「人件費率＋委託費率×収支差額率」などとの関連をグラフで示します。





相対評価（標準偏差）の考え方を用いて、各セグメントで平均（中央）値と自施設との立ち位置をレーダーチャートを用いて、視覚的に示します。


レーダーチャート図の事例です。








